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株 主 各 位
奈良県磯城郡川西町大字吐田150番地３

代表取締役会長 松 岡 信 夫

第57期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。
さて、当社第57期定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2019年６月20日（木曜日）午
後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2019年６月21日（金曜日）午前10時

２．場 所 奈良県磯城郡川西町結崎32番地の１

川西文化会館「コスモスホール」

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第57期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類および計算書類の内容報告の件

２．会計監査人および監査役会の第57期連結計算書類監査結果
報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役10名選任の件

第４号議案 監査役３名選任の件

第５号議案 補欠監査役１名選任の件

第６号議案 取締役(社外取締役を除く)に対する譲渡制限付株式の付与の
ための報酬決定の件

第７号議案 退任取締役に対する退職慰労金贈呈ならびに役員退職慰労金
制度廃止に伴う退職慰労金打切り支給の件

以　上
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当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
なお、本招集ご通知の株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類およ

び計算書類の記載すべき事項を修正する必要が生じた場合は、修正後の事項をイ
ンターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　https://www.gmb.jp）に掲載い
たしますのでご了承ください。

－ 2 －



（添付書類）

事　 業　 報　 告

(2018年４月１日から
2019年３月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過および成果

当連結会計年度における経済情勢は、わが国においては、設備投資の増

加や雇用環境の改善が進み、緩やかな回復を続けております。海外におい

ては、米国経済は引き続き堅調に推移したものの、中国や欧州経済で減速

傾向が見られるなど、世界的な景気への悪影響が懸念されております。ま

た、自動車業界においては、米国の新車需要に足踏みが見られ、中国の新

車販売が前年に比べて減少するなどしたものの、インドなどの新興国の需

要増加や電気自動車の新車販売が前年に比べて増加するなど、緩やかな拡

大基調を継続しております。

このような環境の中、当社グループにおいては、韓国で電動ウォーター

ポンプなど新製品の開発や市場開拓を進めるなどしたほか、生産性の改善

やコスト削減などの競争力強化に努めてまいりました。しかしながら、韓

国・中国における新車用部品や米国における補修用部品などの販売が伸び

悩んだことに加えて、韓国における新車用部品の単価変動や中国における

鋼材価格の上昇のほか、中国・タイにおける輸出取引や競争の厳しい米国

市場での採算悪化などの影響を受け、さらには韓国子会社における退職給

付債務の数理計算上の影響による退職給付費用の増加の影響も受けました。

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高が64,321百万円（前期比

2.5％減）、営業利益は564百万円（同79.7％減）となり、経常利益は426百

万円（同85.0％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は226百万円（同

87.0％減）となりました。
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品目分類別の売上状況につきましては、次のとおりであります。

品 目
第　56　期

第　57　期
（当連結会計年度）

前連結会計年度比

売上金額 構成比 売上金額 構成比 増減額 増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

駆動・伝達及び操縦
装 置 部 品 ( ※ １ )

36,282 55.0 35,381 55.0 △901 △2.5

エンジン部品(※２) 18,449 28.0 17,714 27.5 △734 △4.0

ベ ア リ ン グ ( ※ ３ ) 11,108 16.8 11,093 17.2 △14 △0.1

そ の 他 116 0.2 132 0.2 15 12.9

計 65,957 100.0 64,321 100.0 △1,635 △2.5

（注）　品目分類における当社グループの主な製品は次のとおりです。

※１．ユニバーサルジョイント、ステアリングジョイント、等速ジョイント、

バルブスプール、サスペンションパーツ

※２．ウォーターポンプ、ファンクラッチ

※３．テンショナー・アイドラー・ベアリング、ボールベアリング

②　設備投資の状況

当連結会計年度における設備投資につきましては、海外子会社の生産能

力増強や合理化等を主な目的として、機械設備の更新等、総額4,432百万円

を実施いたしました。

③　資金調達の状況

当連結会計年度において、新株式発行および社債発行等の重要な資金調

達は行っておりません。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当事項はありません。
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⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状

況

該当事項はありません。

(2) 財産および損益の状況の推移

区　　分
第 54 期

(2016年３月期)
第 55 期

(2017年３月期)
第 56 期

(2018年３月期)

第 57 期
(当連結会計年度)
(2019年３月期)

売 上 高 (百万円) 68,536 65,350 65,957 64,321

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 ( △ )

(百万円) △17 2,546 2,853 426

親会社株主に帰属する当期
純利益又は当期純損失（△）

(百万円) △1,697 1,444 1,742 226

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) △325.72 277.28 334.42 43.37

総 資 産 (百万円) 65,327 62,856 66,435 65,773

純 資 産 (百万円) 27,599 28,090 31,801 30,012

１株当たり純資産額 (円) 3,746.00 3,838.85 4,340.06 4,159.87
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(3) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

GMB NORTH AMERICA INC. US$　　　5,500,000 97.1％ 自動車部品の販売

GMB KOREA CORP. KRW　9,536,140,000 54.4％ 自動車部品の製造・販売

AG TECH CORP. KRW　5,000,000,000 100.0％ 自動車部品の製造・販売

GMB ELPIS CORP. KRW　5,000,000,000 100.0％ 自動車部品の製造・販売

青島吉明美机械制造有限公司 US$　　 25,254,200 100.0％ 自動車部品の製造・販売

青島吉明美汽車配件有限公司 US$　　 13,000,000 100.0％ 自動車部品の製造・販売

吉明美（杭州）汽配有限公司 US$　 　 1,000,000 100.0％ 自動車部品の販売

吉明美汽配（南通）有限公司 US$　 　 9,000,000 100.0％ 自動車部品の製造・販売

THAI GMB INDUSTRY CO.,LTD. THB　　476,000,000 98.3％ 自動車部品の製造・販売

GMB RUS TOGLIATTI LLC RUB　　108,000,000 100.0％ 自動車部品の製造・販売

GMB ROMANIA AUTO INDUSTRY S.R.L. RON　　 23,100,000 100.0％ 自動車部品の製造・販売

（注）１．議決権比率は、間接所有割合を含めております。

２．GMB KOREA CORP.の他の子会社に対する出資比率は次のとおりであります。

会 社 名 出 資 比 率

GMB NORTH AMERICA INC. 34.3％

AG TECH CORP. 60.0％

GMB ELPIS CORP. 60.0％

青島吉明美机械制造有限公司 40.0％

青島吉明美汽車配件有限公司 80.0％

吉明美（杭州）汽配有限公司 100.0％

吉明美汽配（南通）有限公司 100.0％

THAI GMB INDUSTRY CO.,LTD. 20.2％

GMB RUS TOGLIATTI LLC 100.0％

GMB ROMANIA AUTO INDUSTRY S.R.L. 100.0％

３．上記を含め、2019年３月31日現在の当社の連結子会社は11社、持分法適用会社は１社

となっております。
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(4) 対処すべき課題

当社グループは新車用部品供給と補修用部品供給を両輪とした営業基盤を

構築しておりますが、近年の自動車業界におけるグローバルな生産・流通体

制、新興国需要の高まり、環境対応製品の広がりなどの外部環境に対して、

当社グループとして対処すべき重点課題は、次のとおりであります。

　　・　需要変動・環境変化に柔軟に対応できる生産・調達体制

・　海外拠点の品質・生産性向上と安定的な調達先の確保によるコスト競争

力強化

・　新車用部品市場における新規顧客の開拓

　　・　環境対応などの製品需要に対応した研究開発力と加工技術力の強化

・　高付加価値製品分野への取組強化

・　グローバルに活躍できる人材の育成

(5) 主要な事業内容（2019年３月31日現在）

当社グループは、当社、連結子会社11社および持分法適用の関連会社１社

により構成されており、ウォーターポンプ、ユニバーサルジョイントを中心

とした、国内・海外の自動車部品の製造・販売を行っております。
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(6) 主要な営業所および工場（2019年３月31日現在）

会 社 名 事 業 所 名 所 在 地

当社
本 社 ・ 奈 良 工 場 奈良県磯城郡川西町

八 尾 工 場 大阪府八尾市

GMB NORTH AMERICA INC.
本 社 米国ニュージャージー州

営 業 所 ・ 倉 庫 米国カリフォルニア州

GMB KOREA CORP.

本 社 ・ 第 一 工 場 韓国慶尚南道昌原市

第 二 工 場 韓国慶尚南道昌原市

瑞 山 工 場 韓国忠清南道瑞山市

安 養 研 究 事 務 所 韓国京畿道安養市

AG TECH CORP.
本 社 ・ 工 場 韓国慶尚南道昌原市

密 陽 工 場 韓国慶尚南道密陽市

GMB ELPIS CORP. 本 社 ・ 工 場 韓国慶尚南道昌原市

青島吉明美机械制造有限公司 本 社 ・ 工 場 中国山東省莱西市

青島吉明美汽車配件有限公司
本 社 ・ 工 場 中国山東省即墨市

杭 州 営 業 所 中国浙江省杭州市

吉明美（杭州）汽配有限公司 本 社 中国浙江省杭州市

吉明美汽配（南通）有限公司 本 社 ・ 工 場 中国江蘇省南通市

THAI GMB INDUSTRY CO.,LTD. 本 社 ・ 工 場 タイ　プラチンブリ県

GMB RUS TOGLIATTI LLC 本 社 ・ 工 場 ロシア連邦サマラ州トリヤッチ市

GMB ROMANIA AUTO INDUSTRY S.R.L. 本 社 ・ 工 場 ルーマニア　アルジェシュ県
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(7) 使用人の状況（2019年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

2,671（90）名 20（△6）名

（注）　使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から

当社グループへの出向者を含んでおります。）であり、臨時雇用者は（　）内に年間の

平均人員を外数で記載しております。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

336（20）名 △3（5）名 40.1歳 17.1年

（注）　使用人数は就業人員（当社から当社外への出向者を除き、当社外から当社への出向者を

含んでおります。）であり、臨時雇用者は（　）内に年間の平均人員を外数で記載して

おります。

(8) 主要な借入先の状況（2019年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,570百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,019百万円

株 式 会 社 南 都 銀 行 1,012百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 993百万円

株 式 会 社 第 三 銀 行 418百万円

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 195百万円

株 式 会 社 国 際 協 力 銀 行 127百万円

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 100百万円
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２．会社の株式に関する事項（2019年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 19,000,000株

(2) 発行済株式の総数 5,212,440株

(3) 株主数 2,456名

(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％

松 岡 信 夫 1,098,432 21.1

松 岡 栄 子 237,567 4.6

Ｇ Ｍ Ｂ 従 業 員 持 株 会 157,970 3.0

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

140,900 2.7

松 岡 祐 広 124,813 2.4

金 本 順 子 120,406 2.3

松 岡 祐 吉 109,125 2.1

庄 司 聖 吾 104,078 2.0

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

99,700 1.9

具 　 綾 子 84,813 1.6

（注）　持株比率は自己株式（1,335株）を控除して算出しております。
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３．会社役員に関する事項

(1) 取締役および監査役の状況（2019年３月31日現在）

会社における地位 氏 名
担 当 お よ び 重 要 な
兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長 松 岡 信 夫 グループ統括議長

代 表 取 締 役 社 長 松 波 　 誠

取 締 役 副 社 長 香 田 剛 昌 生産本部長

専 務 取 締 役 桑 村 周 二 営業本部シニアアドバイザー

専 務 取 締 役 松 岡 祐 吉 営業本部長

常 務 取 締 役 善 田 篤 志 経営管理本部長

常 務 取 締 役 大 瀧 民 也 営業副本部長

取 締 役 生 駒 浩 幸 奈良・八尾工場長

取 締 役 梁 　 亨 恩 大阪商業大学アミューズメント産業研究所研究員(地域政策学博士)

常 勤 監 査 役 大 西 　 昭

監 査 役 浜 本 　 章

監 査 役 中 川 雅 晴
コンドーテック株式会社　社外監査役
株式会社中村超硬　社外監査役

（注）１．取締役梁亨恩氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役浜本章氏および中川雅晴氏は、会社法第２条第16号および第335条第３項に定め

る社外監査役であります。

３．監査役大西昭氏は監査役就任まで当社の執行役員経理部長、執行役員内部監査室長を

歴任しており、監査役浜本章氏は金融機関出身者として、また監査役中川雅晴氏は公

認会計士として財務および会計に関する高い専門性と豊富な経験を有しています。

４．当社は、取締役梁亨恩氏、監査役浜本章氏および中川雅晴氏を東京証券取引所の定め

に基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

５．当社と取締役梁亨恩氏、監査役浜本章氏および中川雅晴氏は、会社法第427条第１項の

規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責

任限度額としております。

６．当事業年度中の取締役および監査役の異動

　①新任　取締役　　　　　生駒　浩幸氏（2018年６月28日就任）

　②退任　専務取締役　　　金本　現一氏（2018年６月28日任期満了により退任）
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(2) 取締役および監査役に支払った報酬等の総額

区 分 対 象 人 員 報酬等の総額

取 締 役
（う  ち  社  外  取  締  役）

10名
(1)

224百万円
(2)

監 査 役
（う  ち  社  外  監  査  役）

3
(2)

11
(5)

合 計 13 236

 (注) １．取締役の報酬限度額は、2003年６月25日開催の第41期定時株主総会において年額300百

万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、2003年６月25日開催の第41期定時株主総会において年額30百

万円以内と決議いただいております。

３．支給人数には、2018年６月28日開催の第56期定時株主総会終結の時をもって退任した

取締役１名を含んでおります。

４．報酬等の総額には、取締役９名に対する、当事業年度に係る役員退職慰労引当金とし

て計上した引当金繰入額18百万円が含まれております。

(3) 社外役員等に関する事項

①　重要な兼職先と当社との関係

社外役員の重要な兼職先は、前記（１）に記載のとおりです。なお、当

社と兼職先との間に重要な取引その他の特別の関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役 梁 　 亨 恩
当事業年度中の取締役会16回中14回出席し、学識経験者と
して豊富な経験と幅広い見識に基づき意見を述べるな
ど、当社の経営に対する助言、提言を行っております。

社外監査役 浜 本 　 章
当事業年度中の取締役会16回、監査役会13回の全てに出席
し、金融機関での長年の経験と高い見識から必要な発言を
行っています。

社外監査役 中 川 雅 晴
当事業年度中の取締役会16回、監査役会13回の全てに出席
し、公認会計士としての知識を活かし、必要に応じ発言を
行っています。
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４．会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称　　　有限責任監査法人トーマツ

(2) 報酬等の額

支 払 額

(イ) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 50百万円

(ロ) 当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭そ
の他の財産上の利益の合計額

50百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額

と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、かつ、実質的に区

分できないことから、上記(イ)の金額はこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基

準策定に関する監査役等の実務指針」を踏まえ、会計監査人の監査計画の内容、会計

監査人の職務遂行状況および報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて

確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等について、会社法第399条第１項の同意を

行っております。

(3) 連結子会社の監査に関する事項

当社の重要な子会社のうち、GMB KOREA CORP.の計算関係書類の監査は、安

進会計法人が行っております。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株

主総会において、会計監査人を解任した旨と解任理由を報告します。

　また、監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必

要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不

再任に関する議案の内容を決定いたします。
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５．業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況に

関する事項
取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制、

その他会社および子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制

についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保

するための体制

①　当社は、企業理念・事業目的に沿った経営活動が取締役により実践され

ているかを牽制・監督する組織として監査役・監査役会を設置している。

②　当社の企業風土や内部環境の整備として、「企業行動指針」および社員

の守るべき規範「社内行動規範」を制定し、法令遵守と社会倫理の遵守を

代表者が、その精神を取締役、全従業員に対し周知徹底を図るため継続的

に啓蒙する。

③　コンプライアンス体制は、統括部署を総務部に置き、社長が委員長とな

り、コンプライアンス委員会を設け、各所属部署長がコンプライアンス担

当者となり、従業員への啓蒙活動、指導相談等周知徹底を図る。

④　反社会的勢力に対しては、企業行動指針に基づき一切関係を遮断し、全

社一体の毅然とした対応を徹底する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する事項

取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理は「文書取扱規程」に基

づいて、当該情報を文書または電磁的媒体に記録し、適切に保存および管理

（廃棄を含む）を行う。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　コンプライアンスに係るリスク管理は、社長が委員長となりコンプライ

アンス委員会を設け、「コンプライアンスマニュアル」を作成し、全社員

への周知徹底を図る。また、リスク管理状況をコンプライアンス委員会お

よび経営会議、取締役会へ報告し、未然防止に努める。

②　各業務に関するリスクに対する管理体制は、各業務部門で内部統制シス

テム上での体制を敷き、経営管理室が総合的に統括し未然防止に努める。

　また、代表取締役社長の直轄する部署としての内部監査室を充実し、監

査機能で牽制し、各部門のリスク管理を強化する。
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　取締役会は、原則毎月初に定期的に開催し経営の意思決定を行うととも

に業務の執行を監督する。

②　戦略や目標を定めた中期経営計画を定め、その目標を達成するため、各

部門で諸施策と年次経営計画を策定し、月次の取締役会で取締役の業務執

行状況の監視・監督を行う。

③　取締役会に次ぐ重要な意思決定機関としての「経営会議」を設置し、事

業計画の遂行状況のチェックをはじめ、内部統制に関する報告、フォロー

アップ、リスク案件の協議を行い統制活動の実効性を高める。

(5) 当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制

①　当社の企業理念・行動指針・社内行動規範を指導し周知徹底を図り、当

社および当社グループ各社間で協議・情報の共有化、指示、要請が効率的

に行われる体制を構築する。

②　内部監査室は、当社および当社グループ各社の内部監査を実施し、その

結果を当社および当社グループ各社の取締役会および監査役会に報告する。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項、およびその使用人の取締役からの独立性に関する

事項

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会

は監査役と協議の上、内部監査室員から監査役を補助すべき使用人として指

名することができる。監査役が指定できる補助すべき期間中は指名された使

用人への指揮権は監査役に委譲されたものとし、取締役および所属部署責任

者等の指揮命令はうけないものとする。

(7) 取締役および使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への

報告に関する体制

取締役、使用人は、監査役に対して、当社およびグループ会社に重大な影

響をおよぼす事項等必要な報告および情報提供を行う。また、コンプライア

ンスの相談窓口への通報状況およびその内容を速やかに報告する体制を「内

部通報規程」に制定し整備する。
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(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、監視機能を適切に果たせるよう、取締役会等の重要会議に出席

している。また、監査役は、経営トップ、監査法人、内部監査室とそれぞれ

定期的に、また随時に意見交換を行い、経営業務執行の課題を共有した上で、

独立した外部からの視点で監査牽制機能を果たし監査報告を取締役会を通じ

て報告する。

上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりです。

①　取締役の職務の執行につきましては、取締役会を16回開催し、法令および

定款に定められた事項やグループ子会社を含む経営に関する重要事項の決

定、業務執行状況の報告および監督を行いました。

②　経営会議を13回開催し、中期目標を含む経営計画の検討と、進捗状況把握

や見直しを実施するとともに、内部統制に関する報告、リスク案件の協議

とリスクの定期見直しを実施しました。

③　監査役会を13回開催し、監査方針・監査計画等を決定すると共に、取締役

会等への出席、重要な決裁書類の閲覧等を通じ監査を行いました。併せて、

代表取締役や各常勤役員との意見交換や、監査法人・内部監査室との情報

交換・意見交換を実施しました。

④　内部監査室は、内部監査計画に基づき、当社各部門およびグループ子会社

の内部統制状況、業務遂行状況、コンプライアンス・リスク管理の状況に

ついて内部監査を実施しました。

⑤　コンプライアンスにつきましては、昨年８月以降、コンプライアンスマニ

ュアルを改定するとともに、コンプライアンス手帳を作成し全従業員が携

帯しコンプライアンスに係る意識高揚に努めました。また、コンプライア

ンス委員会を３回開催し、階層別にコンプライアンス研修会を30回実施す

るなど、コンプライアンスに関する活動の強化と、意識の徹底を図りまし

た。

（注）　本事業報告に記載の金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。また、比率

は表示単位未満を四捨五入して表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2019年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

未 収 還 付 法 人 税 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

37,437,504

5,958,441

14,894,385

6,920,267

5,126,158

3,299,172

1,616

1,475,897

△238,435

28,335,607

24,922,539

5,893,498

11,853,614

5,964,667

629,926

580,832

527,080

527,080

2,885,986

907,061

908,378

1,178,277

△107,731

流 動 負 債 25,737,955

支払手形及び買掛金 6,469,369

短 期 借 入 金 13,030,535

１ 年 内 返 済 予 定 の 社 債 277,009

１年内返済予定の長期借入金 2,381,291

未 払 法 人 税 等 191,494

賞 与 引 当 金 187,837

製 品 保 証 引 当 金 236,921

そ の 他 2,963,496

固 定 負 債 10,022,743

社 債 1,939,064

長 期 借 入 金 4,004,365

繰 延 税 金 負 債 524,778

退職給付に係る負債 3,098,915

役員退職慰労引当金 300,500

そ の 他 155,119

負 債 合 計 35,760,699

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 20,343,237

資 本 金 838,598

資 本 剰 余 金 994,936

利 益 剰 余 金 18,512,126

自 己 株 式 △2,423

その他の包括利益累計額 1,334,298

その他有価証券評価差額金 6,322

為替換算調整勘定 1,322,799

退職給付に係る調整累計額 5,176

非 支 配 株 主 持 分 8,334,875

純 資 産 合 計 30,012,411

資 産 合 計 65,773,111 負 債 ・ 純 資 産 合 計 65,773,111

（注）記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 64,321,873

売 上 原 価 54,206,596

売 上 総 利 益 10,115,277

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,550,757

営 業 利 益 564,520

営 業 外 収 益 494,834

受 取 利 息 43,554

為 替 差 益 9,453

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 21

製 品 保 証 引 当 金 戻 入 額 82,659

受 取 賃 貸 料 20,279

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 142,001

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 益 106,902

そ の 他 89,962

営 業 外 費 用 632,428

支 払 利 息 460,760

手 形 売 却 損 110,352

そ の 他 61,315

経 常 利 益 426,926

特 別 利 益 25,151

固 定 資 産 売 却 益 25,151

特 別 損 失 245,278

固 定 資 産 売 却 損 77,081

固 定 資 産 除 却 損 21,582

減 損 損 失 146,614

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 206,799

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 470,697

法 人 税 等 調 整 額 △322,586

当 期 純 利 益 58,689

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 167,311

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 226,000

（注）記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

20 1 8年４月１日　残高 838,598 994,936 18,494,570 △2,409 20,325,694

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △208,444 △208,444

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

226,000 226,000

自 己 株 式 の 取 得 △13 △13

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 17,555 △13 17,542

2 0 1 9年３月31日　残高 838,598 994,936 18,512,126 △2,423 20,343,237

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主
持　　　分

純資産合計その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合
計

2 0 1 8年４月１日　残高 9,071 2,275,954 5,830 2,290,856 9,185,096 31,801,647

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △208,444

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

226,000

自 己 株 式 の 取 得 △13

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△2,749 △953,155 △653 △956,557 △850,220 △1,806,778

連結会計年度中の変動額合計 △2,749 △953,155 △653 △956,557 △850,220 △1,789,235

2 0 1 9年３月31日　残高 6,322 1,322,799 5,176 1,334,298 8,334,875 30,012,411

（注）記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　注　記　表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　11社

・主要な連結子会社の名称　　　　GMB NORTH AMERICA INC.

GMB KOREA CORP.

AG TECH CORP.

GMB ELPIS CORP.

青島吉明美机械制造有限公司

青島吉明美汽車配件有限公司

吉明美（杭州）汽配有限公司

吉明美汽配（南通）有限公司

THAI GMB INDUSTRY CO.,LTD.

GMB RUS TOGLIATTI LLC

GMB ROMANIA AUTO INDUSTRY S.R.L.

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法適用の関連会社の数　　　１社

・主要な会社名　　　　　　　　　THAI KYOWA GMB CO.,LTD.

②　持分法の適用の手続について特に記載すべき事項

　　持分法適用会社の決算日は、12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、

同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社の決算日は、12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、同

日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．満期保有目的の債券　　　　　償却原価法（利息法）

ロ．その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算出しております。）

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

ハ．デリバティブ　　　　　　　　時価法
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ニ．たな卸資産

ａ．製品・商品・原材料・

　　仕掛品

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げ法）

ｂ．貯蔵品　　　　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げ法）

なお、一部の在外連結子会社については、総平均法に

よる低価法を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース

　　資産を除く）

当社については、主として定率法を採用しておりま

す。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法を採

用しております。

また、在外連結子会社については、主として定額法を

採用しております。

なお、主要な減価償却資産の耐用年数は次のとおりで

あります。

建物及び構築物　　　　　　５年～40年

機械装置及び運搬具　　　　２年～10年

その他　　　　　　　　　　２年～15年

(工具、器具及び備品）

ロ．無形固定資産（リース

　　資産を除く）

定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内における利用可能期間（主

として５年）に基づく定額法によっております。

ハ．リース資産　　　　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資

産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同

一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。

ａ．一般債権　　　　　　　　　貸倒実績率によっております。

ｂ．貸倒懸念債権及び

　　破産更生債権

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。
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ロ．賞与引当金　　　　　　　　　当社においては、従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に

対応する支給見込額を計上しております。

ハ．製品保証引当金　　　　　　　当社及び連結子会社の一部は、製品のクレーム費用の

支出に備えるため、過去の実績率をもとに発生する見

積額を計上しております。

ニ．役員退職慰労引当金　　　　　当社においては､ 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め､ 役員退職慰労金規定に基づく期末要支給額を計上

しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法

　　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見

込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。

イ．退職給付見込額の期間

　　帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連

結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異及び

　　過去勤務費用の費用処

　　理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（７年）による定額法により費

用処理しております。

数理計算上の差異について、当社は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）に

よる定額法により翌連結会計年度より費用処理し、ま

た、GMB KOREA CORP.は、発生時に損益として認識して

おります。

⑤　連結計算書類作成の基礎となった連結会社の計算書類作成にあたって採用した重要な外

貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額につ

いては損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。

⑥　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法 金利通貨スワップ取引については、一体処理（特例処

理・振当処理）を採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ対象と

ヘッジ手段は以下のとおりであります。

ヘッジ手段…金利通貨スワップ取引

ヘッジ対象…外貨建借入金
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ハ．ヘッジ方針 為替変動・金利変動に起因するリスクを管理すること

を目的としております。

ニ．ヘッジ手段とヘッジ対象 金利通貨スワップの一体処理の適用要件を満たしてい

るため、有効性の評価を省略しております。

⑦　その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

２．表示方法の変更

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）

を、当連結会計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、

繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

現金及び預金に含まれる定期預金 198,200千円

商品及び製品

建物及び構築物

1,288,300千円

2,661,993千円

機械装置及び運搬具 3,556,968千円

土地 3,552,253千円

計 11,257,715千円

②　担保に係る債務

長期借入金（１年内返済予定含む） 3,079,627千円

短期借入金 3,864,900千円

計 6,944,527千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 41,652,674千円

　　　減価償却累計額には減損損失累計額を含んでおります。

(3) 受取手形割引高 256,140千円
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４．連結損益計算書に関する注記

減損損失

　当連結会計年度において、当社は以下の資産について減損損失を計上しております

場 所 用 途 種 類 金 額 ( 千 円 ）

G M B  K O R E A  C O R P .第一工場

（ 韓 国 慶 尚 南 道 昌 原 市 ）
工 場 機 械 装 置 126,954

G M B  K O R E A  C O R P .瑞山工場

（ 韓 国 忠 清 南 道 瑞 山 市 ）
工 場 機 械 装 置 18,528

G M B  K O R E A  C O R P .第二工場

（ 韓 国 慶 尚 南 道 昌 原 市 ）
工 場 機 械 装 置 1,132

上記の資産につきましては、当社の連結子会社GMB KOREA CORP.で使用している資産におい

て、収益性の低下により投資の回収が見込めなくなったため、当該資産の帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、減損損失として特別損失に計上しております。

　なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しております。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 5,212,440株 －株 －株 5,212,440株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,325株 10株 －株 1,335株

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加10株は、単元未満株式の買取による増加であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

イ．2018年６月28日開催の第56期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 104,222千円

・１株当たり配当額 20円00銭

・基準日 2018年３月31日

・効力発生日 2018年６月29日

ロ．2018年11月１日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 104,222千円

・１株当たり配当額 20円00銭

・基準日 2018年９月30日

・効力発生日 2018年12月４日
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②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

2019年６月21日開催予定の第57期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 104,222千円

・１株当たり配当額 20円00銭

・基準日 2019年３月31日

・効力発生日 2019年６月24日

・配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、主に銀行借入や社債発行により必要な資金

を調達しております。また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリ

バティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方

針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、

海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されてお

りますが、必要に応じて先物為替予約を利用してヘッジしております。

　投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であ

り、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日でありま

す。一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、必要に応

じて先物為替予約を利用してヘッジしております。

　借入及び社債は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長

で決算日後17年であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。

　また、当社は複合金融商品関連では、デリバティブ内包型の期限前解約権付借入を行っ

ております。当該組込デリバティブは借入金と密接な関係にあり、リスクが現物に及ばな

いため区分処理を行っておりませんが、指定された期限以外の時期に当社から中途解約を

申し入れた場合には別途精算金の支払義務が発生するリスクがあります。

　デリバティブ取引は、通貨関連では外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避し、安

定的な利益の確保を図る目的で、また金利関連では借入金利等の将来の金利市場における

利率上昇による変動リスクを回避する目的で利用しております。

－ 25 －



(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれてお

りません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表

計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

(1）現金及び預金 5,958,441 5,958,441 －

(2）受取手形及び売掛金 14,894,385 14,655,950 △238,435

(3）未収還付法人税等 1,616 1,616 －

(4）投資有価証券 21,901 21,901 －

　資産計 20,876,345 20,637,909 △238,435

(1）支払手形及び買掛金 6,469,369 6,469,369 －

(2）短期借入金 13,030,535 13,030,535 －

(3) 1年内返済予定の社債

(4) 1年内返済予定の長期借入金

277,009

2,381,291

277,009

2,382,849

－

1,557

(5) 未払法人税等 191,494 191,494 －

(6) 社債 1,939,064 1,939,064 －

(7) 長期借入金 4,004,365 4,009,042 4,667

　負債計 28,293,130 28,299,365 6,235

 デリバティブ取引(*) （105,890） （105,890） －

　(*)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の

債務となる項目については（ ）で示しております。

 （注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

 資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金、(3）未収還付法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。なお、「(2）受取手形及び売掛

金」の時価については、帳簿価額から貸倒引当金の計上額を控除しております。

(4）投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所

の価格または取引金融機関等から提示された価格によっております。
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 負　債

(1）支払手形及び買掛金、(2）短期借入金、(5）未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。

(3）1年内返済予定の社債、(6）社債

　変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額と

近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。

(4）1年内返済予定の長期借入金、(7）長期借入金

　変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額と近似

していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利による

ものは、元利金の合計額を同様の借入において想定される利率で割り引いて現

在価値を算定しております。

  複合金融商品については、複合金融商品全体の時価を算出し、長期借入金の

時価に含めて記載しております。

 デリバティブ取引

時価は先物相場を使用しております。

 ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 884,721

収益証券 439

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られることから、「資産（4）投資有価証券」には含めておりません。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 4,159円87銭

(2) １株当たり当期純利益 43円37銭
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貸　借　対　照　表

（2019年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 消 費 税 等

関係会社短期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 輌 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

関係会社長期貸付金

保 険 積 立 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

9,745,189

2,388,657

693,992

4,306,179

725,477

420,699

876,224

11,753

21,000

472,076

189,731

△360,604

11,266,069

4,657,005

310,547

16,264

638,849

11,405

54,664

3,536,271

89,002

27,970

4,139

1,492

22,338

6,581,093

75,633

4,459,325

1,587,065

150,000

98,144

207,901

9,413

△6,388

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 5,844,605

支 払 手 形 228,671

買 掛 金 994,407

短 期 借 入 金 2,662,000

１年内返済予定の長期借入金 1,132,962

未 払 金 319,860

未 払 費 用 174,637

未 払 法 人 税 等 92,962

賞 与 引 当 金 187,837

製 品 保 証 引 当 金 4,560

設 備 関 係 未 払 金 20,846

そ の 他 25,861

固 定 負 債 2,328,489

長 期 借 入 金 1,642,730

リ ー ス 債 務 68,294

役員退職慰労引当金 300,500

退 職 給 付 引 当 金 304,964

そ の 他 12,000

負 債 合 計 8,173,095

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 12,831,842

資 本 金 838,598

資 本 剰 余 金 988,000

資 本 準 備 金 988,000

利 益 剰 余 金 11,007,667

利 益 準 備 金 24,750

そ の 他 利 益 剰 余 金 10,982,917

為 替 変 動 準 備 金 1,000,000

別 途 積 立 金 9,000,000

繰 越 利 益 剰 余 金 982,917

自 己 株 式 △2,423

評価・換算差額等 6,322

その他有価証券評価差額金 6,322

純 資 産 合 計 12,838,164

資 産 合 計 21,011,259 負 債 ・ 純 資 産 合 計 21,011,259

（注）記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(2018年４月１日から
2019年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 15,913,872

売 上 原 価 13,927,420

売 上 総 利 益 1,986,451

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,953,486

営 業 利 益 32,965

営 業 外 収 益 457,048

受 取 利 息 52,237

受 取 配 当 金 184,116

受 取 ロ イ ヤ リ テ ィ ー 71,519

受 取 賃 貸 料 14,400

為 替 差 益 127,340

そ の 他 7,434

営 業 外 費 用 71,401

支 払 利 息 36,089

手 形 売 却 損 23,761

そ の 他 11,550

経 常 利 益 418,612

特 別 利 益 519

固 定 資 産 売 却 益 519

特 別 損 失 8,182

固 定 資 産 売 却 損 10

固 定 資 産 除 却 損 1,937

関 係 会 社 株 式 評 価 損 6,234

税 引 前 当 期 純 利 益 410,949

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 151,959

法 人 税 等 調 整 額 △21,293

当 期 純 利 益 280,282

（注）　記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2018年４月１日から
2019年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本
評価・換
算差額等

純 資 産
合 計

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

その他有
価証券評
価差額金資本準備金 利益準備金

そ の 他
利益剰余金
( 注 ) １

利益剰余金
合 計

2018年４月１日　残高 838,598 988,000 24,750 10,911,079 10,935,829 △2,409 12,760,017 9,071 12,769,088

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △208,444 △208,444 △208,444 △208,444

当 期 純 利 益 280,282 280,282 280,282 280,282

自己株式の取得 △13 △13 △13

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

△2,749 △2,749

事業年度中の変動額合計 － － － 71,838 71,838 △13 71,824 △2,749 69,075

2019年３月31日　残高 838,598 988,000 24,750 10,982,917 11,007,667 △2,423 12,831,842 6,322 12,838,164

（注）１．その他利益剰余金の内訳

為替変動
準 備 金

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

合 計

2018年４月１日　残高 1,000,000 9,000,000 911,079 10,911,079

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △208,444 △208,444

当 期 純 利 益 280,282 280,282

自己株式の取得

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － 71,838 71,838

2019年３月31日　残高 1,000,000 9,000,000 982,917 10,982,917

２．記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

－ 30 －



個　別　注　記　表
１．重要な会計方針に係る事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　　決算日の市場価格に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　　　　移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式　　　　移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法 時価法

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品・商品・原材料・仕掛品　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げ法）

貯蔵品　　　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げ法）

(4) 固定資産の減価償却方法

有形固定資産（リース資産　　　　　定率法によっております。

を除く）　　　　　　　　　　　　　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法を

採用しております。

主な耐用年数

建物　　　　　　　　　　６年～31年

構築物　　　　　　　　　５年～40年

機械及び装置　　　　　　２年～９年

車輌運搬具　　　　　　　４年～６年

工具、器具及び備品　　　２年～15年

無形固定資産（リース資産

を除く）

定額法によっております。なお、ソフトウェア（自

社利用分）については、社内における利用可能期間

（主として５年）に基づく定額法によっておりま

す。

リース資産　　　　　　　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と

同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。

(5) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務については、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。
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(6) 引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。

①　一般債権　　　　　　　　　　貸倒実績率によっております。

②　貸倒懸念債権及び

　　破産更生債権

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

賞与引当金　　　　　　　　　　　　従業員に対する賞与支給に充てるため、将来賞与支

給見込額のうち当期に対応する部分を計上しており

ます。

製品保証引当金　　　　　　　　　　製品のクレーム費用の支出に備えるため、過去の実

績率をもとに当期の売上に対応して発生する見積額

を計上しております。

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務見込額及び年金

資産残高に基づき計上しております。

①　退職給付見込額の期間

　　　帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当

事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び

　　　過去勤務費用の費用処

　　　理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（７年）による定額法によ

り費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額法

により按分した額を翌事業年度から費用処理してお

ります。

役員退職慰労引当金　　　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰

労金規定に基づく期末要支給額を計上しております。

(7) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識

過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結

計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっ

ております。

ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法 金利通貨スワップ取引については、一体処理（特例

処理・振当処理）を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘ

ッジ手段は以下のとおりであります。

ヘッジ手段…金利通貨スワップ取引

ヘッジ対象…外貨建借入金

③　ヘッジ方針 為替変動・金利変動に起因するリスクを管理するこ

とを目的としております。
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④　ヘッジ手段とヘッジ対象 金利通貨スワップの一体処理の適用要件を満たして

いるため、有効性の評価を省略しております。

消費税等の会計処理の方法 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ

っております。

２．表示方法の変更

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を、

当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債

は固定負債の区分に表示する方法に変更するとともに、税効果会計関係注記を変更しております。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

①　担保に供している資産

建物 230,619千円

土地 1,561,202千円

計 1,791,822千円

②　担保に係る債務

長期借入金（１年内返済予定含む） 2,210,000千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 9,125,285千円

　　　減価償却累計額には減損損失累計額を含んでおります。

(3) 偶発債務

保証債務

　　関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

青島吉明美机械制造有限公司 1,225,891千円

青島吉明美汽車配件有限公司 709,223千円

GMB NORTH AMERICA INC. 664,100千円

計 2,599,215千円

(4) 受取手形割引高 774,335千円

(5) 関係会社に対する金銭債権、債務で区分表示したもの以外は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 1,718,936千円

②　短期金銭債務 736,237千円

４．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

①　売上高 1,828,263千円

②　仕入高 7,599,466千円

③　営業取引以外の取引高 302,956千円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記

　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,325株 10株 －株 1,335株

（注）　自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

６．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

（単位：千円）

繰延税金資産

賞与引当金 57,290

未払社会保険料 14,964

未払事業税 7,670

製品保証引当金 1,390

棚卸資産 12,494

役員退職慰労引当金 91,652

貸倒引当金 111,932

その他投資 2,074

ゴルフ会員権 3,815

投資有価証券 414

退職給付引当金 93,014

関係会社株式評価損 183,972

減損損失 187,383

繰越外国税額控除 3,725

小計 771,795

評価性引当額 △560,449

繰延税金資産合計 211,345

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △3,444

繰延税金負債合計 △3,444

繰延税金資産の純額 207,901
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７．関連当事者との取引に関する注記

　関連会社等

種 類 会 社 等 の 名 称
議決権等
の 所 有
割合(％)

関 連 当 事 者 と の 関 係 取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )

子会社 GMB KOREA CORP.
直接
54.4

当社製品の部品・商品の製造
役員の兼任１名

部品・商品
の仕入

651,418 買 掛 金 73,117

受取配当金 103,402 － －

子会社
GMB NORTH AMERICA
INC.

直接
62.9
間接
34.3

当社製品の同社への販売
資金の貸付
債務保証
役員の兼任２名

製品等の販
売

609,985 売 掛 金 1,419,645

受取利息 48,830
短 期
貸 付 金

434,576

債務保証 664,100 － －

子会社
青島吉明美机械制
造有限公司

直接
60.0
間接
40.0

当社製品の部品・商品の製造
債務保証
役員の兼任４名

部品・商品
の仕入

3,865,514 買 掛 金 348,968

債務保証 1,225,891 － －

子会社
THAI GMB INDUSTRY
CO.,LTD.

直接
78.1
間接
20.2

当社製品の部品・消耗品等の
同社への販売
当社製品の部品・商品の製造
役員の兼任２名

部品等の販
売

252,797 売 掛 金 42,475

部品・商品
の仕入

2,411,845 買 掛 金 240,204

子会社
青島吉明美汽車配
件有限公司

直接
20.0
間接
80.0

資金の貸付
債務保証
役員の兼任１名

受取利息 3,094

短 期
貸 付 金 37,500

長 期
貸 付 金

150,000

債務保証 709,223 － －

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

　上記各社への当社製品等の販売、上記各社からの部品等の仕入及び資金の貸付等に

つきましては、市場動向を参考に交渉のうえ決定しております。

２．金融機関からの借入に対して債務保証を行っております。なお、取引金額には債務保

証の期末残高を記載しております。

３．GMB NORTH AMERICA INC.の債権に対し、360,604千円の貸倒引当金を計上しておりま

す。また当事業年度において360,604千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,463円62銭

(2) １株当たり当期純利益 53円79銭
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2019年５月８日

ＧＭＢ株式会社

取締役会御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士　　美馬　和実　

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士　　伊藤　穣　　

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ＧＭＢ株式会社の2018年４月１日か

ら2019年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制

を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重

要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有

効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関

連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討

することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。
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監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、ＧＭＢ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書

類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年５月８日

ＧＭＢ株式会社
取締役会御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　美馬　和実　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　伊藤　穣　　

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ＧＭＢ株式会社の2018年４月

１日から2019年３月31日までの第57期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経

営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般

に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計

算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査

法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。
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監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産

及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第57期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

(2)　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意
思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以
下の方法で監査を実施しました。
①  取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要
な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産
の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締
役及び監査役等と意思疎通及び情報交換を図り、必要に応じて子会社
から事業の報告を受けました。

②  事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から
成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法
施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締
役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制
システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明いたしました。

③  会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行の
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会
計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質
管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果
①  事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

②  取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

③  内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め
ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び
取締役の職務執行についても、指摘すべき事項は認められません。な
お、当社は、法令順守の徹底の観点から、さらなる内部統制システム
とその運用強化に取り組む方針であり、監査役会では、その進捗を注
視してまいります。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

2019年５月９日

ＧＭＢ株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 大 西 　 昭 

社 外 監 査 役 浜 本 　 章 

社 外 監 査 役 中 川 雅 晴 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

当期の剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

当社の利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必

要な内部留保を確保しつつ、安定的な配当の維持継続を基本方針としておりま

す。この配当政策に基づき、慎重に検討しました結果、当事業年度の業績等を

勘案し期末配当につきましては、１株につき20円といたしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金20円

配当総額104,222,100円

なお、当期の年間配当金は、中間配当金20円と合わせ、１株につき40円

となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2019年６月24日といたしたいと存じます。
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第２号議案　定款一部変更の件

　１．変更の理由

　株主総会および取締役会の招集権者および議長を、実情に合わせるため、現

行定款第13条（招集権者および議長）、第23条（取締役会の招集権者および議

長）について、所要の変更を行うものであります。

　２．変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

現行定款 変更案

（招集権者および議長）
第13条 株主総会は、法令に別段の定

めがある場合を除き、取締役会
の決議に基づき、代表取締役会
長が招集し、その議長となる。

2．代表取締役会長に事故あると
きには、取締役会においてあら
かじめ定めた順序により、他の
取締役がこれにあたる。

（招集権者および議長）
第13条 株主総会は、法令に別段の定

めがある場合を除き、取締役会
の決議に基づき、取締役社長が
招集し、その議長となる。

2．取締役社長に事故あるときに
は、取締役会においてあらかじ
め定めた順序により、他の取締
役がこれにあたる。

（取締役会の招集権者および議長）
第23条 取締役会は、法令に別段の定

めがある場合を除き、代表取締
役会長が招集し、その議長とな
る。

2．代表取締役会長に事故あると
きは、取締役会においてあらか
じめ定めた順序により、他の取
締役がこれにあたる。

（取締役会の招集権者および議長）
第23条 取締役会は、法令に別段の定

めがある場合を除き、取締役社
長が招集し、その議長となる。

2．取締役社長に事故あるとき
は、取締役会においてあらかじ
め定めた順序により、他の取締
役がこれにあたる。
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第３号議案　取締役10名選任の件

取締役全員（９名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つき

ましては、経営体制の強化のため１名増員することとし、取締役10名の選任を

お願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
および重要な兼職の状況

所有する当
社株式の数

１

ま つ な み ま こ と

松 波 　 誠

（1960年１月４日）

1982年４月　株式会社不二越入社

2003年３月　NACHI INDUSTRIAL,S.A欧州工場出

向同社社長

2009年３月　株式会社不二越西日本支社部品営

業部長

2011年９月　同社ボールベアリング製造所長

2013年２月　当社入社技術部統括

2013年10月　当社生産開発副本部長兼技術開発

支援部長

2014年１月　当社執行役員生産開発副本部長兼

技術開発支援部長

2016年６月　当社常務取締役技術部門担当・生

産開発副本部長兼技術開発支援部

長

2018年６月　当社代表取締役社長（現任）

700株

【選任理由】

代表取締役社長として当社経営を担い、技術開発およびベアリング部門での豊富な経

験を有しております。その知識、能力、経験、人格等を総合的に考慮し、引き続き取

締役として選任をお願いするものです。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
および重要な兼職の状況

所有する当
社株式の数

２

こ う だ た け ま さ

香 田 剛 昌

（1952年12月１日）

 1976年４月　第一鋼業株式会社入社

1979年10月　田中熱工株式会社入社

1996年10月　同社取締役技術部長

2008年７月　当社入社

2009年１月　当社執行役員技術部長

2010年５月　当社執行役員八尾工場長兼技術部

長

2012年６月　当社常務取締役技術部門担当八尾

工場長

2013年６月　当社常務取締役製造部門担当

2013年10月　当社常務取締役製造・技術部門

　　　　　　担当・生産開発本部長

2016年６月　当社取締役副社長製造部門担当・

生産開発本部長

2018年７月　当社取締役副社長生産本部長

　　　　　　（現任）

1,700株

【選任理由】

取締役副社長として当社経営を担い、材料・熱処理技術に精通し、生産本部長として

製造部門を統括しております。その知識、能力、経験、人格等を総合的に考慮し、引

き続き取締役として選任をお願いするものです。

３

ま つ お か ゆ う き ち

松 岡 祐 吉

（1972年12月９日）

1998年３月　当社入社

2004年２月　GMB NORTH AMERICA INC.副社長

2009年８月　当社営業第３部長

2010年１月　当社執行役員営業副本部長兼営業

第３部長

2013年６月　当社常務取締役営業部門担当・営

業副本部長兼営業第３部長

2015年４月　当社常務取締役営業部門担当・営

業副本部長兼営業第１部長

2018年６月　当社専務取締役営業本部長

　　　　　　（現任）

109,125株

【選任理由】

専務取締役営業本部長として当社経営を担い、GMB NORTH AMERICA INC.の副社長を歴

任し、海外営業および業務全般に精通しております。その知識、能力、経験、人格等

を総合的に考慮し、引き続き取締役として選任をお願いするものです。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
および重要な兼職の状況

所有する当
社株式の数

４

ぜ ん だ あ つ し

善 田 篤 志

（1973年１月17日）

1995年４月　株式会社住友銀行（現株式会社

　　　　　　三井住友銀行）入行

2004年５月　当社入社

2014年１月　当社経営管理室長

2017年６月　当社取締役財務部門担当・経営管

理室長

2018年６月　当社常務取締役経営管理本部長

　　　　　　（現任）

4,600株

【選任理由】

常務取締役経営管理本部長として当社経営を担い、財務、経営企画等の担当を務めて

おります。その知識、能力、経験、人格等を総合的に考慮し、引き続き取締役として

選任をお願いするものです。

５

お お た き た み や

大 瀧 民 也

（1959年４月24日）

1982年５月　当社入社

2009年１月　当社営業第２部長

2015年１月　当社執行役員営業第２部長

2017年６月　当社取締役営業第２部長

2018年６月　当社常務取締役営業副本部長

　　　　　　 （現任）

16,575株

【選任理由】

常務取締役営業副本部長として当社経営を担い、長年、海外営業や欧州地域OE営業の

推進に努めております。その知識、能力、経験、人格等を総合的に考慮し、引き続き

取締役として選任をお願いするものです。

６

い こ ま ひ ろ ゆ き

生 駒 浩 幸

（1960年５月31日）

1979年３月　シャープ株式会社入社

1983年７月　当社入社

2010年１月　当社電気保安部長

2012年４月　当社製造管理部長兼奈良副工場長

2015年１月　当社執行役員奈良副工場長

2018年６月　当社取締役奈良・八尾工場長

　　　　　　（現任）

11,125株

【選任理由】

取締役奈良・八尾工場長として当社経営を担い、長年、電気保安業務を歴任し、グル

ープ会社の環境対策への取り組みに努めており、製造部門全般にわたる業務に精通し

ております。その知識、能力、経験、人格等を総合的に考慮し、引き続き取締役とし

て選任をお願いするものです。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
および重要な兼職の状況

所有する当
社株式の数

７

　 よ し む ら と も の ぶ

※ 芳 村 朋 信

（1962年５月29日）

1985年３月　当社入社

2010年１月　当社生産技術部長

2017年１月　当社執行役員生産技術担当(現任)

11,025株

【選任理由】

執行役員生産技術部長として当社生産工場の生産設備に係る技術部門を担当し、海外

グループ会社全般にわたり生産設備の管理調整に努め精通しております。その知

識、能力、経験、人格等を総合的に考慮し、取締役として選任をお願いするもので

す。

８

　 な か に し ひ ろ ゆ き

※ 中 西 宏 之

（1962年８月15日）

1989年４月　日産自動車株式会社入社

2005年４月　同社商品原価企画部主査

2017年６月　当社入社

2018年１月　当社執行役員品質保証担当

　　　　　　（現任）

－株

【選任理由】

執行役員として、品質保証部門全般にわたり管理統括をしております。品質保証、管

理部門の一層の強化のため、その知識、能力、経験、人格等を総合的に考慮し、取締

役として選任をお願いするものです。

９

や ん ひ ょ ん う ん

梁 　 亨 恩

（1956年10月２日）

1980年３月　株式会社大韓航空入社

1994年５月　株式会社アシアナ航空入社

1995年４月　同社富山支店長

2001年１月　同社国際線営業部長

2003年１月　同社大阪支店長

2007年４月　大阪商業大学アミューズメント産

業研究所研究員（地域政策学博

士）（現任）

2015年６月　当社取締役（現任）

－株

【社外取締役候補者とした理由】

異業種における管理者としての豊富な経験ならびに学識経験者としての高い見識を

有しており、既に当社の社外取締役として、公正かつ客観的な立場での適切な意見を

いただいております。今後も引き続き当社の社外取締役としての職務を適切に遂行

することができる人材と判断し、引き続き選任をお願いするものです。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
および重要な兼職の状況

所有する当
社株式の数

10

　 は だ の の り あ き

※ 波 多 野 憲 昭

（1946年10月31日）

1965年４月　広島国税局

2000年７月　下京税務署副署長

2002年７月　大阪国税局査察部査察第３部門統

括国税査察官

2005年７月　舞鶴税務署長

2006年10月　波多野税理士事務所開業（現任）

－株

【社外取締役候補者とした理由】

税理士として財務、会計に関する高い専門性と豊富な経験を有しており、独立した客

観的な視点により経営への関与を期待し、社外取締役としてその職務を適切に遂行で

きるものと判断し、選任をお願いするものであります。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　２．※は新任の取締役候補者であります。

　　　３．社外取締役候補者に関する事項

　　　　(1) 梁亨恩氏および波多野憲昭氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は、東

京証券取引所に対して、梁亨恩氏を独立役員とする独立役員届出書を提出しており

ます。

　　　　　　また、波多野憲昭氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たして

おり、同氏が選任された場合は、独立役員として同取引所に届け出る予定でありま

す。

　　　　(2) 梁亨恩氏の当社社外取締役としての在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって

４年となります。

　　　　(3) 当社は、梁亨恩氏との間において、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づ

く損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としてい

ます。同氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する予定であります。

　　　　　　また、波多野憲昭氏が選任された場合は、同氏との間で同様の責任限定契約を締結

する予定であります。
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第４号議案　監査役３名選任の件

　監査役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきま

しては、監査役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位
および重要な兼職の状況

所有する当
社株式の数

１

　 う ら た よ し ひ ろ

※ 浦 田 義 寛

（1950年２月８日）

1972年４月　東洋信託銀行株式会社（現三菱Ｕ

ＦＪ信託銀行株式会社）入行

2005年１月　当社入社

2005年１月　当社総務部長

2011年１月　当社執行役員総務部長

2018年１月　当社総務部長（嘱託）（現任）

2,500株

【選任理由】

当社執行役員総務部長として総務・人事部門の統括を歴任しております。その知識、

能力、経験、人格等を総合的に考慮し、独立した客観的な視点により経営・業務執行

に対する監査を行う監査役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断し、監査

役としての選任をお願いするものであります。

２

な か が わ ま さ は る

中 川 雅 晴

（1952年４月３日）

1975年４月　等松・青木監査法人（現有限責任

監査法人トーマツ）入所

1993年５月　同法人パートナー

2015年１月　個人事務所開業

2015年６月　株式会社中村超硬社外監査役（現

任）

2015年６月　コンドーテック株式会社社外監査

役（現任）

2017年６月　当社社外監査役（現任）

－株

【社外監査役候補者とした理由】

公認会計士として、財務および会計に関する高い専門性と豊富な経験を有しており、

独立した客観的な視点により経営・業務執行に関し適切に職務を遂行し、引き続き社

外監査役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位
および重要な兼職の状況

所有する当
社株式の数

３

　 ひ ら や ま き く じ

※ 平 山 菊 二

（1950年10月１日）

1967年５月　株式会社岩商入社

1985年４月　ジャパンベンディング創業

1990年２月　株式会社ジャパンベンディング代

表取締役（現任）

3,000株

【社外監査役候補者とした理由】

異業種における経営者としての豊富な経験と高い見識を有しており、独立した客観的

な視点により経営・業務執行に対する監査を行う監査役としての職務を適切に遂行い

ただけるものと判断し、社外監査役としての選任をお願いするものであります。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　２．※は新任の監査役候補者であります。

　　　３．中川雅晴氏および平山菊二氏は社外監査役候補者であります。当社は、東京証券取引

所に対して、中川雅晴氏を独立役員とする独立役員届出書を提出しております。

　　　　　また、平山菊二氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、

同氏の選任が承認された場合は、独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

　　　４．中川雅晴氏の当社社外監査役としての在任期間は、本定時株主総会の終結の時をもっ

て２年となります。

　　　５．当社は、中川雅晴氏との間において、会社法427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害

賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としています。同

氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する予定であります。

また、平山菊二氏の選任が承認された場合は、同氏との間で同様の責任限定契約を締

結する予定であります。
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第５号議案　補欠監査役１名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選

任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しては、監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位
および重要な兼職の状況

所有する当
社株式の数

も り た し げ き

森 田 茂 樹

（1961年11月15日）

1985年４月　住友生命保険相互会社入社

1992年10月　井上雄仁税理士事務所入所

1993年６月　中川光男税理士事務所入所

2003年１月　中川森田税理士事務所代表

2006年７月　森田税理士事務所代表（現任）

－株

【補欠の社外監査役候補者とした理由】

税理士としての専門知識・経験等を当社の監査体制の強化に活かしていただきたいためで

あり、社外監査役としての職務を適切に遂行できるものと判断しております。

（注）１．補欠監査役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　２．森田茂樹氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
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第６号議案　取締役（社外取締役を除く）に対する譲渡制限付株式の付与のため

の報酬決定の件

　当社の取締役の報酬等の額は、2003年６月25日開催の第41期定時株主総会にお

いて、年額300百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与を含まな

い）とご承認いただいております。

　今般、当社は、役員報酬制度の見直しの一環として、当社の取締役（社外取締

役を除く。以下「対象取締役」という。）に当社の企業価値の持続的な向上を図

るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めるこ

とを目的として、上記の報酬枠とは別枠で、対象取締役に対して、新たに譲渡制

限付株式の付与のための報酬を支給することといたしたいと存じます。

　本議案に基づき、対象取締役に対して譲渡制限付株式の付与のために支給する

報酬は金銭債権（以下「金銭報酬債権」という。）とし、その総額は、上記の目

的を踏まえ相当と考えられる金額として、年額40百万円以内といたします。また、

各対象取締役への具体的な支給時期及び配分については、取締役会において決定

することといたします。ただし、社外取締役に対しては、譲渡制限付株式の付与

のための報酬は支給しないものといたします。

　なお、上記報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないものとい

たしたく存じます。

　現在の取締役は９名（うち社外取締役１名）でありますが、第３号議案「取締

役10名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、取締役は10名（うち社外取

締役２名）となります。

　また、対象取締役は、当社の取締役会決議に基づき、本議案により支給される

金銭報酬債権の全部を現物出資財産として払込み、当社の普通株式について発行

又は処分を受けるものとし、これにより発行又は処分される当社の普通株式の総

数は年80,000株以内（ただし、本議案が承認可決された日以降、当社の普通株式

の株式分割（当社の普通株式の無償割当てを含む。）又は株式併合が行われた場

合その他譲渡制限付株式として発行又は処分される当社の普通株式の総数の調整

が必要な事由が生じた場合には、当該総数を、合理的な範囲で調整する。）とい

たします。

　なお、その１株当たりの払込金額は各取締役会決議の日の前営業日における東

京証券取引所における当社の普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合

は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として当該普通株式を引き受ける対

象取締役に特に有利な金額とならない範囲において、取締役会において決定いた

します。また、これによる当社の普通株式の発行又は処分に当たっては当社と取
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締役との間で、以下の内容を含む譲渡制限付株式割当契約（以下「本割当契約」

という。）を締結するものといたします。

（１）譲渡制限期間

対象取締役は、本割当契約により割当を受けた日より30年間（以下｢譲渡制限期

間｣という。）、本割当契約により割当を受けた当社の普通株式（以下「本割当株

式」という。）について、譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならない（以

下「譲渡制限」という。）。

（２）退任時の取扱い

対象取締役が譲渡制限期間満了前に当社の取締役会が予め定める地位を退任した

場合には、その退任につき、任期満了、死亡その他正当な理由がある場合を除き、

当社は、本割当株式を当然に無償で取得する。

（３）譲渡制限の解除

上記（１）の定めにかかわらず、当社は、対象取締役が、譲渡制限期間中、継続

して、当社の取締役会が予め定める地位にあったことを条件として、本割当株式

の全部について、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除する。た

だし、当該対象取締役が、上記（２）に定める任期満了、死亡その他正当な理由

により、譲渡制限期間が満了する前に上記（２）に定める地位を退任した場合に

は、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲渡制限を解除する時期を、必要に

応じて合理的に調整するものとする。また、当社は、上記の規定に従い譲渡制限

が解除された直後の時点において、なお譲渡制限が解除されていない本割当株式

を当然に無償で取得する。

（４）組織再編等における取扱い

上記（１）の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社と

なる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画その他の

組織再編等に関する事項が当社の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当

社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社の取締役会）で承認さ

れた場合には、当社の取締役会の決議により、譲渡制限期間の開始日から当該組

織再編等の承認の日までの期間を踏まえて合理的に定める数の本割当株式につい

て、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除する。また、当社は、

上記に規定する場合、譲渡制限が解除された直後の時点において、譲渡制限が解

除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

（５）その他の事項

本割当契約に関するその他の事項は、当社の取締役会において定めるものとする。
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第７号議案　退任取締役に対する退職慰労金贈呈ならびに役員退職慰労金制度廃

止に伴う退職慰労金打切り支給の件

　取締役松岡信夫氏および取締役桑村周二氏は、本総会終結の時をもって退任

され、また取締役金本現一氏は、2018年６月28日開催の第56期定時株主総会終

結の時をもって退任されておりますので、在任中の労に報いるため、当社所定

の基準に従い相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することといたしたく、その

具体的金額、贈呈の時期および方法等は、取締役会の決議にご一任いただきた

いと存じます。

　退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

ま つ お か の ぶ お

松 岡 信 夫

1977年１月　当社常務取締役

1985年１月　当社代表取締役副社長

1992年４月　当社代表取締役社長

2006年６月　当社代表取締役会長

2017年10月　当社代表取締役会長兼社長

2018年６月　当社代表取締役会長

　　　　　　現在に至る

く わ む ら し ゅ う じ

桑 村 周 二

2010年６月　当社常務取締役

2013年６月　当社専務取締役

　　　　　　現在に至る

か ね も と げ ん い ち

金 本 現 一

1991年１月　当社取締役

1996年１月　当社常務取締役

2011年６月　当社専務取締役

2018年６月　当社取締役退任

　また、当社は、役員報酬制度の見直しの一環として2019年５月９日開催の取締

役会において、役員退職慰労金制度を本総会終結の時をもって廃止することを決

議いたしました。

　これに伴い、第３号議案「取締役10名選任の件」が原案どおり承認可決される

ことを条件として重任予定の取締役松波誠氏、香田剛昌氏、松岡祐吉氏、

善田篤志氏、大瀧民也氏、生駒浩幸氏の６名に対し、それぞれの就任時から本総

会終結の時までの在任中の労に報いるため、当社所定の一定の基準に従い、相当

額の範囲内で退職慰労金を贈呈いたしたく存じます。

　なお、贈呈の時期は、取締役の退任時とし、その具体的な金額、支給の方法等

につきましては、取締役会の決議にご一任願いたいと存じます。
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　役員退職慰労金制度廃止に伴う退職慰労金打切り支給の対象となる取締役の略

歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

ま つ な み ま こ と

松 波 　 誠

2016年６月　当社常務取締役

2018年６月　当社代表取締役社長

　　　　　　現在に至る

こ う だ た け ま さ

香 田 剛 昌

2012年６月　当社常務取締役

2016年６月　当社取締役副社長

　　　　　　現在に至る

ま つ お か ゆ う き ち

松 岡 祐 吉

2013年６月　当社常務取締役

2018年６月　当社専務取締役

　　　　　　現在に至る

ぜ ん だ あ つ し

善 田 篤 志

2017年６月　当社取締役

2018年６月　当社常務取締役

　　　　　　現在に至る

お お た き た み や

大 瀧 民 也

2017年６月　当社取締役

2018年６月　当社常務取締役

　　　　　　現在に至る

い こ ま ひ ろ ゆ き

生 　 駒 　 浩 　 幸

2018年６月　当社取締役

　　　　　　現在に至る

以上
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株主総会会場ご案内図

会　　場　　奈良県磯城郡川西町結崎32番地の１

川西文化会館「コスモスホール」
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Ｒ25

Ｎ

交通機関

近鉄橿原線　結崎駅下車　徒歩約15分

午前９時より９時30分まで　当社送迎車を運行いたしますのでご利

用ください。（約３分）

ＪＲをご利用の場合

大和路線　大和小泉駅下車　東口より当社マイクロバスが午前９時

30分に発車いたしますのでご利用ください。（約10分）


